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研究成果の概要（和文）：本研究は、都市計画にもとづくまちづくりのウェイトが低下し、都市じまい的なまちづくり
を志向する地方小規模自治体が存在することを、都市計画マスタープラン(都市MP)策定の意義に対する自治体の認識を
調査・分析することによって明らかにしたものである。九州、中国、四国地方を対象とした調査の結果、都市MP未策定
においてもデメリットがないものの、都市計画事業の実施に都市MPを関連づけて策定することが多いこと、一方で新規
の都市計画事業や民間開発が想定できない状況では、都市MPを充実させるインセンティブは働かず、総合計画や区域MP
で都市の将来像を緩やかに示すことを望む自治体が存在することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze the local small-scale municipalities’ 
recognition of the necessity of Municipal Master Plan (MMP) to draw the indications of alternative town 
planning beyond the existing planning system or through folding its system. A questionnaire and interview 
survey was conducted for the municipalities in Kyushu, Shikoku and Chugoku regions. The main conclusions 
are as follows. 1) Although many municipalities do not recognize the demerits accompanied by the absence 
of MMP, they usually need MMP to execute city planning projects. 2) Not a few municipalities expect to 
describe un-specific future city image in their comprehensive plans or city area master plan instead of 
MMP.

研究分野： 地域・都市計画

キーワード： 都市計画マスタープラン　地方小規模自治体

  １版



１．研究開始当初の背景 

我が国の多くの地方小規模自治体では人口

減少が著しい。その中で申請者は、白地地域、

都市計画区域外での開発が多く観察されるこ

と1), 2)や、都市計画審議会が長期未開催の地方

自治体が多いことを指摘しており3)、さらに都

市計画税不徴収の自治体が多いことを踏まえ

ると、新規の都市計画事業の可能性が低い自

治体が多く存在すると考えられる。このよう

な中では、土地利用整序や都市整備事業は優

先課題ではなく、むしろ用途地域の緩規制側

用途への変更や解除、都市計画区域の準都市

計画区域化や撤廃といった土地利用規制の緩

和が必要になる可能性がある。つまり地方小

規模自治体では、都市計画のウェイトを緩や

かに減じていき、それが誘発する問題への対

応策を併せて実施する「都市じまい型まちづ

くり」が求められる時期に来ていると考えら

れる。「都市じまい型まちづくり」とは、用途

地域の緩和から白地化、都市計画区域の撤廃

までの多段階のフェーズを含む概念である。

人口減少、事業減少という背景では、中長期

的に位置づけられる事業の推進を裏付ける都

市計画ではなく、各時点での課題にその都度

応える「マネジメント型まちづくり」が要請

されていると言え、「都市じまい型まちづくり」

はその第一段階に該当しよう。 

本研究は、上記の認識に基づき、土地利用

規制緩和による「都市じまい型まちづくり」

の方向性と課題を検討し、土地利用規制制度

の改善の一助とすることを当初目的とした。 

 

２．研究の目的 

本研究は当初、土地利用規制緩和を行った

自治体に対して、1)規制緩和の背景、緩和時

の検討事項、緩和後の評価、併せて都市計画

事業・都市MP策定状況等を問い、都市じまい

の内容とそれを志向する自治体の類型化を行

う。そして、2)都市じまい志向と判断された

自治体に対して、都市じまい型まちづくりの

潜在的需要とその実施可能性、課題について

アンケート調査を行い、これらを整理する。

その上で、3)以上を踏まえ、土地利用規制緩

和によるまちづくりの方向性と課題を検討し、

土地利用規制制度改善の方策を提言すること

を目的とした。 

 

３．研究の方法 

(1)都市じまい志向自治体の推定と分析 

都市じまい志向にあると考えられる自治体

を抽出するため、まず平成13、18、23年度の

都市計画年報により人口5万人以下の全国の

小規模自治体を対象に、都市計画区域面積と

用途面積の変化を調査した。その結果、九州

地域では小規模な都市計画区域の縮小が1自

治体、用途解除が2自治体、用途地域の緩規制

側用途への変更が14自治体と土地利用規制緩

和措置が顕在化した自治体はまだ少ないこと

が明らかになった。用途緩和の目的を都市MP

から確認すると、多くは現況用途と指定用途

の乖離の解消、開発の誘導を意図したもので、

都市じまいを明示的に志向したものではない。 

そこで研究の方向を修正し、土地利用規制

緩和の事例からではなく、都市計画のビジョ

ンを示す都市MPの自治体内における位置づ

けから都市じまいの潜在的可能性を探ること

とした。本研究は以下の2つの課題を設定した。 

(2)都市MP未策定自治体の都市MPに対する

認識 

 まず、都市計画現況調査に基づいて自治体

の人口、都市計画区域内の人口や面積と都市

MP策定の関係性を確認する。次いで、九州内



の全自治体を対象として、平成24年時点で、

都市MP未策定の人口5万人以下の自治体を対

象に、表-1に示すアンケート調査を実施する。

後述するように、人口7万人を境に策定状況が

異なり、特に人口3万人以下の自治体で未策定

の割合が高い。ここでは対象をより広くとっ

て人口5万人以下の自治体に絞って都市MPに

対する考え方の分析を行う。併せて都市計画

事業の実施状況、予定を問い、それらとアン

ケート回答との関係性を考察する。 

(3)都市MP既策定自治体の都市MPに対する

認識 

都市MPの意義を分析するためには、同じ小

規模自治体でありながらも都市MPを策定・未

策定の判断が分かれた理由を明らかにする必

要がある。そこで、近年(H19.4.1～)に都市

MPを策定・改定した九州・中国・四国内の人

口5万人以下の小規模自治体を対象として、表

-2に示すアンケート調査を実施し、その理由

や今後の都市MPの方向性など、現在の都市

MPや都市計画への考え方を問う。なお、(2)

との比較可能性確保のため、九州内の自治体

を対象に調査を行うべきであるが、上記の条

件に該当する自治体がさほど多くないため、

中国・四国地方の自治体も対象とする。 

さらにアンケート結果から、都市じまいの

潜在的可能性を持つと推測された自治体につ

いては追加ヒアリング調査を実施し、今後の

都市MP・都市計画の方針を問い、都市計画と

まちづくりの関係の方向性等を考察する。 

 

４．研究の成果 

(1)都市MP未策定自治体の基礎的特徴 

 九州内には都市計画区域を有する自治体が

198存在するが、うち48は都市MP未策定であ

る。以下に都市MP未策定自治体の特徴を示す。 

①人口7万人を超える自治体では、久留米市

(現在は策定済み)を除いて全て既策定である。

特に人口3万人以下の32自治体(4割程度)が未

策定で、都市MP未策定は小規模自治体に多い。 

②都市計画区域内人口比率については、いず

れの人口比率においても未策定自治体は存在

するが、人口比率0.4以下の自治体のほとんど

が未策定である。一方で、都市計画区域面積

については、都市計画区域面積比率と策定・

未策定の関係に一定の傾向はみられない。 

(2)都市MP未策定自治体の都市MPに対する

認識 

人口5万人以下の23自治体に対するアンケ

ートの分析を行い、主要な結果を以下に示す。 

①都市MPに対する基本的考え方 

 図-1に都市MP未策定の理由と今後の策定

予定を併せて示す。未策定理由に着目すると、

最も多い「a)予算が確保できない」をはじめ

とし、b)～d)のような人材や手続きといった

制約条件を理由とした自治体が14自治体存在

する。一方で、「f)もともと策定の必要性が小

さい」、「g)都市計画区域MPがあるから」、「k) 

表-1 未策定自治体に対するアンケート
調査概要 

質問項目(都市MPに対する考え方) 回答方式

1)都市MP未策定の理由 選択式(複数回答可)

2)都市MP未策定に伴う追加的代替措置の有無 選択式

追加的代替措置の手段 選択式(複数回答可)

3)都市MP未策定に伴うデメリットの有無 選択式

デメリットの内容 選択式(複数回答可)

4)都市MP策定の予定の有無 選択式

都市MP策定の積極的理由 選択式(複数回答可)

5)都市MP策定が義務でなくなった場合の策定する積極的理由の有無 選択式

積極的理由の内容 選択式(複数回答可)

6)質問項目(都市計画の実施状況) 回答方式

都市計画税の徴収状況・徴収区域 選択式・記述式

ここ3年間の都市計画区域内事業 選択式・記述式

ここ3年間の都市計画区域内での交付金事業 選択式

今後の都市計画区域内事業の方針 選択式・記述式

今後の都市計画区域内交付金事業の予定 選択式

長期未着手都市計画の見直しについて 選択式

ここ3年間の都市計画審議会開催状況(開催日、議題) 記述式

表-2 既策定自治体に対するアンケート
調査概要

回答方式

Q1 都市MPを策定・改定した理由 選択式(複数回答可)

Q1-1
実務面に都市MPが必須でないのに、あえて策定・改定を

必要だと思った理由
選択式，補足記述式

Q1-2 実務面の契機がない時の策定・改定の困難性の是非 選択式，補足記述式

Q1-3 実務面を契機とせず、「将来像の確定」や「住民周知」を
重要視した理由

選択式，補足記述式

Q1-4 将来像の確定が容易ではない状況での工夫点 選択式，補足記述式

Q2
予算や人員数の確保が困難な状況で執行部や財政部局が
都市MP策定・改定に同意した理由

選択式，補足記述式

Q3 各自治体に今後望ましい都市計画・都市MPの方向性
選択式(複数回答可)
補足記述式

Q3-1 他の計画に組み込む方が良いと思われる都市MPの項目 選択式(複数回答可)
Q4 小規模自治体に今後望ましい都市計画・都市MPの方向性 自由記述式

質問項目



策定しなくても各種都市整備事業は可能」な

どの都市MP自体を不要と考える自治体が18

自治体存在する。ちなみに、都市MP未策定に

伴う追加的代替措置の有無を問うたところ、8

自治体が区域MPや総合計画を代替措置とし

ている。ただしこれらの自治体の区域MPと同

一県内で単独都市計画区域を有する都市MP

既策定自治体の区域MPを比較しても、都市の

将来像や土地利用など特に詳細な記述がある

ものではない。すなわち、これらの自治体に

おいて、区域MP、総合計画以上の記述すべき

内容は明確にはないと考えられる。 

策定予定については、策定予定有は13、無

は9自治体である。a)～d)のような制約条件を

未策定理由とした自治体では策定予定有が12

自治体と多い。一方で、代替措置の存在や都

市MPの必要性の小ささを挙げていた自治体

でも、策定予定有の自治体が9自治体存在する。

ちなみに、未策定に伴うデメリットがあると

回答した自治体は2自治体のみと、デメリット

はさほど認識されていない。なお、デメリッ

トがあると回答した2自治体は、いずれも都市

MPの策定予定がある。 

策定予定有の自治体に対して、その理由を

問うた結果を未策定理由と対応させて図-2に

示す。代替措置の存在や策定の必要性の小さ

さを未策定理由とした自治体、策定に関わる

制約条件を理由とした自治体ともに、長期未

着手の都市計画道路、公園の見直しを理由に

挙げる自治体が多い。また、合併を理由とし

た自治体も予算制約や策定の必要性が小さい

ことを理由に挙げている。ただし、都市の将

来像の明確化は2自治体のみと少ない。つまり、

平時では都市MPの必要性は低く、未策定に伴

うデメリットもないが、合併や都市計画道路

の見直し時などには、策定した方が良いと考

える自治体が多い。 

②都市計画の実施状況と都市MPに対する考

え方の関係 

 表-3に都市計画事業と都市MP策定予定の

関係を整理した。表より、策定予定があるす

べての自治体では、ここ3年間で事業がある、

あるいは予定されていることがわかる。一方

で、事業があるにもかかわらず、策定予定が

ない自治体も少なくない。これらについて事

業内容に着目すると、道路事業については、

図-2 都市MP未策定理由と策定する理由 
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k)策定しなくても各種都市整備事業は可能だから l)他の都市の様子を見ていたら機会を逸した

m)その他

表-3 区域内事業と都市 MP 策定予
定の関係 

9市町

道路事業 6市町

道路事業 6市町 公園事業 2市町

公園事業 3市町 下水道事業 4市町

下水道事業 6市町 区画整理事業 1市町

区画整理事業 3市町 その他

その他 1市 1市

3市町

道路事業 1市

公園事業 2市町

下水道事業

区画整理事業

その他 1市

4市町

道路事業 1市

道路事業 1市 公園事業 3市町

公園事業 2市町 下水道事業 3市町

下水道事業 3市町 区画整理事業

区画整理事業 その他
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2市町

道路事業 1町

公園事業

下水道事業 1市

区画整理事業
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図-1 都市MP未策定理由と策定予定
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都市MP策定予定有で、ここ3年間で区域内事

業があるものは6/10自治体、今後の予定有は

6/9自治体と6割程度が相当するが、都市MP

策定予定無では、前者で1/4自治体、後者で1/4

自治体と割合が低い。また、区域内事業につ

いては、ここ3年間あるいは今後の事業予定が

あるものはすべて都市MP策定予定があり、事

業予定がないものはすべて都市MP策定予定

がない。都市MP策定は実務の存在に拠る。 

(3)都市MP既策定自治体の都市MPに対する

認識 

①都市MPに対する基本的考え方 

主要なアンケート調査分析結果を以下に示

す。図-3に都市MPの策定・改定理由とこの理

由がなければ策定・改定しなかったものを示

す。最多の回答は「G)都市の将来像の確定・

修正」の23自治体で、実務面の理由では、「A)

市町村合併」が22自治体と多い。一方で「G)

都市の将来像の確定・修正」「H)都市計画の住

民周知」のような都市MP本来の役割のみを回

答した自治体はなく、G)、H)いずれかを回答

した24自治体すべてが「A)市町村合併」～「F)

都計区域の再編、線引きや用途地域の見直し」

のような実務面の契機を併せて回答している。 

 次いで、人口減少や少子高齢化、財源縮小

や事業減少といった背景の中で、将来像の確

定が困難であり、それが都市MP策定・改定の

動機を減じている可能性を想定し、図-3で「G)

都市の将来像の確定・修正」を回答した23自

治体に、将来像の確定の困難性を問うたとこ

ろ、14自治体ができるだけ具体的な将来像の

確定に努めている一方で、5自治体はあえて具

体的な将来像を記載していないとしている。 

今後の都市MPの制度的位置づけを明らか

にするため、自治体にとってどのような方向

性の都市MPが望ましいかを問うた結果を図

-4に示す。最多の回答は、都市MPの位置づけ

強化の20自治体であり、次いで現状維持(都市

MPがなくても事業を進めることができる)が

11自治体と多い。一方で8自治体は都市MPの

位置づけを軽くする、都市MP自体をなくして

しまうと回答している。 

②都市じまいの潜在的可能性を持つと推測さ

れる自治体の今後の都市MP・都市計画の方針 

8自治体に対するヒアリング調査の結果、以

下のことが明らかになった。すなわち、1)今

後の都市MPの運用方針については、2自治体

が財政や人的コストの逼迫、2自治体が都市計

画のウェイトの低さ、3自治体が都市MPの記

載内容が総合計画と類似していることを理由

に、都市MPと総合計画の一体化や記載内容、

見直しの簡素化を望んでいる、2)その一部が

都市MPとみなされるなど都市MPと密接な

関係にある立地適正化計画の策定を検討して

いる2自治体では、立地適正化計画と都市MP

の一体化や都市MPの簡素化が望まれている。 

(4) 考察 

本研究は、土地利用規制緩和が顕在化して

いる自治体はまだ少ないものの、都市MP策

図-3 都市MPの策定・改訂理由 
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図-4 自治体にとって望ましい都市 MP 
の方向性 



定・未策定によらず、地方小規模自治体では、

都市MPの必要性や位置づけに対する認識が

多様化・曖昧化し、その意義が揺らいでいる

実態を明らかにした。 

本研究が示唆するところは、地方小規模自

治体における都市MPのあり方の修正・再構築

の必要性である。そもそも将来像が描きにく

い中でまちづくりの方針を明示することも難

しいが、それに多大なコストや労力を費やす

のは現実的でない。各種事業と都市MPが連動

しないならば、都市MPではなく他の方法でま

ちづくりの方向性を緩やかに示すことも一法

であろう(各種事業と都市MPを連動させ、今

後も都市計画事業を推進すべき自治体は現行

の都市MPの制度で問題はなかろう)。 

緩やかに明示されたまちづくりの方向性は、

都市計画制度によるまちづくりを超えたより

広い意味での目指すべきまちの姿であり、そ

れをもって、その時々で現れる対応すべき事

象を判断する基準となるべきものである。換

言すれば、マネジメント型のまちづくりであ

る。その時々で現れる対応すべき事象には、

土地利用規制の見直しや緩和とそれが誘発す

る問題への弾力的な対応が含まれよう。これ

が都市じまい型まちづくりの方向といえる。

地上小規模自治体が、以上のスタンスを取り

やすい環境を整えることが必要と考える。 
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